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日本スポーツ少年団第 11次育成 5か年計画（アクションプラン 2023-2027）  

 

主旨  

本アクションプランは、「スポーツ少年団の将来像」〔2009（平成 21）年 6 月策定〕およびその後の子どもを

取り巻く環境の変化等を踏まえて、日本スポーツ少年団が２０２２（令和 4年）2月に策定した「スポーツ少年団

改革プラン 2022」（以下、「改革プラン」）の取組一覧を基本に大項目・中項目を設定し、小項目には日本スポ

ーツ少年団が向こう 5年間で特に重点的に取り組む事項を記載している。 

スポーツ・運動（遊び）の楽しさを、人・地域・未来につなげるべく、各項目の取組状況、実績等は都道府県・

市区町村スポーツ少年団と適宜共有するものとし、改革プランやスポーツ少年団の理念の具現化に向けて、 

日本・都道府県・市区町村・単位スポーツ少年団において、本アクションプランの各項目について主体的・積極

的に取り組んでいくこととする。 

 

 〔A：信頼される人材の育成〕  

1. 地域人材の発掘・若手の登用 

(1) スポーツ少年団・競技団体・中体連等の連絡調整ができる人材（キーパーソンやインフルエン 

サー）を各地域で発掘し、日本（都道府県・市区町村）スポーツ少年団の役員等に選任 

運動部活動の地域移行等に関わる有識者をはじめ、外部の幅広い人材の日本スポーツ少年団 

役員等への登用に向けて 

① 2025年度の役員改選時までに日本スポーツ少年団関連規程の改定・施行を行う。 

② 上記の改定に際し、日本スポーツ少年団常任委員（学識経験者）の候補者選任基準および 

定員に占める女性候補者人数について新たに定める。 

③ 都道府県・市区町村スポーツ少年団における人材の発掘、役員等への選任に向けた取組を

促進する。 

 

 

(2) 保育士や幼児スポーツ専門家のスポーツ少年団活動への参画を促進 

楽しい・安全なスポーツ少年団活動を幼児に提供できる人材の確保に向けて 

① 幼児を対象とする業界、保育・児童学を取り扱う教育機関等に対して、スポーツ少年団の取

組〔JSPO-ACP、JSPO 公認スポーツ指導者資格（コーチングアシスタント、スタートコーチ

（スポーツ少年団）、ジュニアスポーツ指導員ほか）の保有義務化、暴力行為等の根絶など〕を

紹介し、参画を促進する。  

② 都道府県・市区町村スポーツ少年団における、保育・児童学を取り扱う教育機関等への   

働きかけを促進する。 
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(3) 日本（都道府県）スポーツ少年団に若手(20・30代)等多様性に配慮した役員枠の設定を推進 

スポーツ少年団活動の充実や地域づくりに貢献できる、10 代・20 代の登録者を増やし、将来の 

スポーツ少年団組織の中核となる人材を育成するため、日本スポーツ少年団リーダー養成事業に 

おいて、登録者以外も参加可能な、新たなプログラムやビジネス界等各界の有識者を招いたプロ

グラムを 2025年度末までに導入する。 

〔役員枠の設定推進に関する関連規程の改定については、〔A〕－1.－（1）の記載内容に包含〕 

 
 

2. 信頼されるジュニア・ユーススポーツ指導者の養成 

(1) 更新研修が必須となる「JSPO公認スポーツ指導者」資格の取得を促進 

子どもたちにスポーツ・運動（遊び）の楽しさ、安全・安心な活動を提供できる指導者を増やすため、

養成講習会及び更新研修の量的・質的充実を図る。 

特に、スポーツ少年団指導者の資質向上 （団員への還元）により、スポーツ少年団の活動・指導

者に対する信頼を高めるため 

① 2024年度末までに日本スポーツ少年団主催の更新研修を新たに開催する。 

また、開催実績を基に、都道府県・市区町村スポーツ少年団等における更新研修の量的・  

質的充実を支援する。 

② 都道府県・市区町村スポーツ少年団における、単位スポーツ少年団の指導者、役員、スタッフ、

保護者等を対象とした研修会の充実を促進する。 

 

 

3. ジュニア・ユーススポーツマネジメント人材の育成 

(1) スポーツ少年団指導者・役員・スタッフに対し、ガバナンスコードに準拠した団運営や法令順守

に関する内容を重点にした研修を継続実施 

スポーツ少年団の適切な組織運営を推進し、次代を担う子どもたちに安心してスポーツを行える

環境を提供するため 

① 効果的な内容の周知、手続きおよび適切な活動の支援を行い、2027 年度末までに全国の

単位スポーツ少年団における「スポーツ団体ガバナンスコード（一般スポーツ団体向け）」の 

遵守状況の自己説明・公表率 100％を達成する。 

② 都道府県・市区町村スポーツ少年団における、単位スポーツ少年団への「スポーツ団体ガバ

ナンスコード」の遵守状況の自己説明・公表を促進する。 

 

  

P3



 

 〔B：安全かつ最新の情報・知見に基づく活動の推進〕  

1. 広報・情報提供活動の充実・強化 

(1) 「スポーツ少年団の多様な活動事例」及び「SNS・マスコミ等を活用した情報発信事例」を収集

し紹介 

〔〔B〕-1．－（2）の記載内容に包含〕 

 

(2) 地域におけるスポーツ少年団同士の統合やスポーツ少年団活動の連携事例を収集し紹介 

新たな地域スポーツ体制の構築に向けて、全国で活動するスポーツ少年団の様々な取組を広く 

紹介し、各単位スポーツ少年団の活動充実を図るため、「『改革プラン 2022』が意図するスポーツ

少年団の方向性」に合致する好事例（単位スポーツ少年団）を各都道府県スポーツ少年団から 

広く募集し、JSPOの各種広報媒体を通じて、各年 10回以上定期的に発信・紹介する。 

 
 

(3) 今後の「JSPOスポーツ情報システム」構築を見据えた少年団登録システムの運用 

スポーツ少年団登録者が、今後スポーツに関する様々な情報・サービスを個別に利用・共有できる

環境を整えるため、2027年度末までに各登録者の個別 IDによる管理・運用を開始する。 

 
 

2. 多様なジュニア・ユーススポーツ活動プログラム等の開発・紹介 

(1) JSPO-ACPの更なる普及 

発育発達や運動能力等に応じたプログラムを提供し、子どもたちが生涯にわたってスポーツを  

楽しむことができるようにするため、2027 年度末までに単位スポーツ少年団における JSPO-

ACPの認知率 60％以上の達成に向けて各種事業において周知を行う。 

 
 

(2) 団員・保護者・学校等の多様なニーズを把握し、スポーツ少年団理念に応じた活動プログラム

（パラスポーツ、ユニバーサルスポーツ、バーチャルスポーツ、アーバンスポーツ等）を開発し紹介 

性別や障がいの有無等にかかわらず、子どもたちが活動プログラムを通じて多種多様な運動（遊

び）や複数のスポーツ、社会課題等に触れることができるようにするため 

① 2025 年度の全国スポーツ少年大会から新たなプログラムを導入する。また、参加者を対象

に導入後の継続的な効果検証を行い、他の事業等への展開を検討する。 

② ブロックおよび都道府県スポーツ少年団で実施している各種事業において、同様の取組を 

促進する。 
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(3) スポーツに限らない活動プログラム（社会課題解決プログラム等）の情報を収集し紹介 

〔〔B〕-2.-（2）の記載内容に包含〕 

 

(4) 女子団員の拡充に向けた活動プログラムを開発し紹介 

〔〔B〕-2.-（2）の記載内容に包含〕 

 

(5) スポーツ安全保険との連携促進 

各単位スポーツ少年団（登録者・保護者等）が安心して活動に取り組めるようにするため 

① 2027年度末までにスポーツ安全保険等の傷害保険・賠償責任保険の加入率 100％の達成

に向けて、効果的な内容の周知、手続きおよび適切な活動の支援を行う。 

② 全国の単位スポーツ少年団、スポーツ安全協会を対象に実態調査を行い、調査結果（団・登

録者の加入状況、加入内容、意見・要望等）を基に、幅広い保険内容の周知、効果的な加入

促進を図る。 

③ 都道府県・市区町村スポーツ少年団における、スポーツ安全協会との連携、事故発生時の 

応急処置・手続き等に関する研修会の開催を促進する。 

 

 

3. 聖域なき事業の見直し 

(1) 事業成果を評価し、活動現場の意見を踏まえ事業のスクラップ＆ビルドを実施 

スポーツ少年団の組織運営の改善・健全化に向けて、2027 年度末までに日本スポーツ少年団 

各種事業の改廃案を作成し、都道府県スポーツ少年団に意見聴取を行ったうえで事業のスクラッ

プ＆ビルドに取り組む。 

 
 

(2) 「JAPAN GAMES」ブランドの実現に向けた「全国スポーツ少年大会」の充実・発展 

JAPAN GAMES が目指す多様性・継続性・地域性といったスポーツ大会・イベントとしての  

新たな視点を取り入れ、全国スポーツ少年大会を充実・発展させるため 

① 2023年度末までに今後の全国スポーツ少年大会の在り方の方向性を提示する。 

② 開催県の特色を踏まえ、2024年度から新たな形態で実施する。 
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(3) 「発育期のスポーツ活動ガイド※」を踏まえ、全国競技別交流大会の中止（NF との役割分担の

見直しを含む）を含め、競技別大会（ブロック大会や都道府県大会等を含む）の在り方を検討 

日本スポーツ少年団各種事業の成果を評価し、単位スポーツ少年団の実状等を踏まえた健全な

組織運営を行っていくため 

① 全国競技別交流大会に関係する競技団体（軟式野球、剣道、バレーボール、サッカー、    

ホッケー）や JSPO 加盟団体等へのヒアリング、単位スポーツ少年団等への実態調査を   

踏まえ、2023年度末までに全国競技別交流大会の在り方の方向性を提示する。 

② 2024年度末までに全国競技別交流大会の在り方に関連するロードマップ案を提示する。 

③ 都道府県スポーツ少年団に対し、ブロック・都道府県競技別交流大会の今後の在り方につい

て検討を促す。 

※発育期のスポーツ活動ガイド： https://www.japan-sports.or.jp/medicine/tabid1319.html 

 

 

 〔C：「ジュニア・ユーススポーツ」における国内組織の協調・連携〕  

1. スポーツ少年団をジュニア・ユーススポーツの中核組織（統括組織）へ拡充 

(1) スポーツ少年団登録制度を総合型クラブ登録・認証制度と連携・統合 

スポーツ少年団および総合型クラブの体制・役割を強化し、部活動の地域移行を含め、地域の  

スポーツ環境を一層充実させるため 

① 2023 年度末までに、地域スポーツクラブ（仮称）の枠組み構築に向けた JSPO 組織体制、 

関連諸規程の整備に関する方向性を提示する。 

② 2025年度末までに、スポーツ少年団と総合型クラブの連携・統合に向けた会議体を設置し、

地域スポーツクラブ（仮称）に関する協議を開始する。 

 

 

(2) スポーツ少年団の活動事例、登録データ、ヒアリングデータ等を根拠にジュニア・ユーススポー

ツに関する政策提言を実施 

① 2023 年度から定期的に、スポーツ少年団の活動事例、登録データ、ヒアリングデータの  

収集・分析を行う 

② 2025 年度から 5 年に一度の頻度で、その時々に適切なテーマに沿って、ジュニア・ユース 

スポーツに関する政策提言を公表する。 
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(3) NFのジュニア・ユース部門等との連絡会議等を実施 

① 2023年度から、全国競技別交流大会を共催している JSPO加盟競技団体等との情報交換

会を定期的に開催する。 

② 2025年度末までに上記情報交換会を発展させる形で、JSPO加盟競技団体等のジュニア・

ユース部門との連絡会議を開催する。 

 
 

(4) スポーツ少年団を基盤に、ジュニア・ユーススポーツを統括する組織を設置・運営（NFや民間ク

ラブ等のジュニア・ユース部門との連携を組織化、役割を整理・分担） 

JSPO 加盟競技団体等のジュニア・ユース部門との連絡会議をさらに発展させる形で、   

2027 年度末までに、NF や民間クラブ等のジュニア・ユース部門を含む組織化に向けて検討を 

開始する。 

 
 

(5) 日本・都道府県・市区町村・単位スポーツ少年団で、ガバナンスコードに基づく運営を実施(育成

母集団の在り方・名称変更等の検討を含む)  

2025 年度末までに育成母集団の在り方、活動の見直し、名称変更の検討を行い、運営・活動に

関するガイドラインを作成する。 

〔ガバナンスコードに関する取組については〔A：信頼される人材の育成〕－３．の記載内容に包含〕 

 
 

(6) 中学校運動部活動との連携 

運動部活動の地域移行に向けて、JSPO の取組を定めた「運動部活動の地域移行を踏まえたジュ

ニアスポーツの環境確保に向けた「ロードマップ」」および JSPO 理事会における決定事項等に準

じて、スポーツ少年団が主体的に運動部活動の地域移行に関わるための支援を行う。 

また、子どもたちを取り巻く環境が変化するなか、スポーツ少年団の理念のもと、これまで以上に

スポーツ少年団で活動する子どもたち、活動を支える人たちを増やすため、小学生年代のスポー

ツ少年団登録率の減少に歯止めをかけるとともに、中学生年代の登録者数（登録率）の増に向け

て、既存プログラムの見直しや新たな事業等の検討について、都道府県スポーツ少年団や JSPO

加盟競技団体等と連携のうえ取り組む。 
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2. 「スポーツ少年団の理念」を「ジュニア・ユーススポーツの理念」に進化 

(1) 理念・各綱領を進化させた「ジュニア・ユーススポーツ憲章」を策定しスポーツ少年団活動の認

知と理解を推進 

スポーツ少年団の理念・各綱領を進化させた「ジュニア・ユーススポーツ憲章」の案を 2024 年度

末までに作成し、都道府県スポーツ少年団、市区町村スポーツ少年団、単位スポーツ少年団およ

び JSPO加盟団体の賛同のもと 2025年度末までに策定する。 

 
 

(2) スポーツ少年団の名称の変更を検討 

関係団体への意識調査等を行ったうえで検討を行い、2023 年度末までに検討結果を公表し、

2024年度以降の取組に関するロードマップを提示する。 
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